女川町土地境界確定事務取扱要綱
平成23年1月31日訓令甲第1号
（趣旨）

第一条　この要綱は、女川町が所有する土地（以下「町有地」という。）の境界確定に関する事務について、必要な事項を定めるものとする。

（財産の範囲）

第二条　この要綱において取り扱う財産は、全ての町有地を対象とし、土地境界の確定に関し別に定めがある場合を除き、この要綱により取り扱うものとする。

（境界確定の申請等）

第三条　町有地に隣接する土地の所有者又は権利者等（以下「土地所有者等」という。）は、その所有に係る土地の登記又はその他の理由により境界確定が必要となったときは、土地境界確定申請書（様式第一号。以下「申請書」という。）に次の各号に掲げる書類を添えて、町長に申請するものとする。

一　位置図

二　法務局備え付けの公図及び旧公図の写し（立会箇所を明記したものとする。）

三　現況実測平面図（縮尺は二百五十分の一から五百分の一とする。以下「実測図」という。）
四　境界の確定を求めようとする土地の登記事項証明書等

五　申請土地・隣接土地所有者一覧表（様式第二号）

六　隣接する土地の登記事項要約書及び近隣地積測量図

七　その他必要と認める書類

２　前項の規定により申請書を提出した申請人（以下「申請人」という。）と登記上の土地所有者が同一でないときは、前項に規定する申請書に、次の各号に定める区分に応じ、それぞれ当該各号に定める書類を添付するものとする。

一　代理人　申請人の委任状及び申請人の印鑑登録証明書（発行の日から三月以内のものに限る。第五号において同じ。）

二　相続人　相続関係説明図及びこれを証する戸籍謄本等

三　法定代理人　法定代理を証する戸籍謄本等

四　買受人　売買契約書

五　代表者による申請　共有又は相続による場合で、その代表者により申請するときは、共有者又は相続人全員の委任状及び印鑑登録証明書

３　土地所有者以外の者が申請することができる事由は、次の各号に掲げる事由とし、申請書に具体的に事由を記載するとともに、当該事由を証する書類等を添付するものとする。

一　公益的な事業の施行に伴い申請するとき。

二　隣接土地に関して所有権以外の権利を有する者が申請するとき。
三　境界確定を積極的に申請する理由を有する者が申請するとき。

四　その他やむを得ない事由として町長が認めるとき。
４　土地の境界確定図の作成を必要としない申請は、受け付けないものとする。

５　この要綱に定める実測図は、土地家屋調査士法（昭和二十五年法律第二百二十八号）に基づく土地家屋調査士又は測量法（昭和二十四年法律第百八十八号）に基づく測量士若しくは測量士補が測量調製したものとする。

６　実測図には、次の各号に掲げる事項を記載しなければならない。

一　土地の所在

二　測量方法

三　使用器具

四　測量年月日

五　測量者及び製図者の資格氏名

六　申請地及び隣接地の地番、所有者の氏名又は名称

七　町道や法定外公共物の幅員

（立会通知等）

第四条　町長は、申請書を受理したときは、申請人と協議のうえ、立会期日及び立会場所を決定し、申請人及び必要に応じ申請に係る申請人の土地（以下「申請地」という。）に隣接する土地（以下「隣接地」という。）の所有者に境界確定のための協議を求め、申請人に隣接地の所有者に対する立会期日、立会場所その他必要な事項の通知を求めるものとする。

２　土地所有者等の立会いが必要な隣接地の範囲は、申請地と公共物の双方に接する土地とする。

３　町長は、土地所有者等のほか、申請対象の公共用財産に利害関係を有する者が存在するときは、必要に応じて立会いを求めるものとする。

（境界案の策定）

第五条　町長は、境界確定の協議に際しては、あらかじめ境界案を策定するものとする。

２　町長は、前項の境界案を策定するときは、実測図、公図写し、土地登記事項証明書、申請地付近の過去の境界確定経過等の参考とすべき資料に基づくほか、必要に応じ現地調査を行うものとする。

（立会い及び復命）

第六条　町長は、立会いに際し、申請書に添付されている隣接土地所有者一覧表により立会者を確認するとともに、前条の境界案に基づき、隣接者と協議するものとする。

２　町長は、前項の立会いが終了したときは、立会った職員に土地境界立会復命書（様式第三号）を作成させるものとする。

（境界確定図の提出等）

第七条　町長は、境界確定の協議が成立したときは、様式第四号により申請人に通知し、様式第五号に境界確定図を添えて申請人から提出することを求めるものとする。

２　前項に規定する境界確定図は、実測図に確定を求める境界線を朱記し、併せて次に掲げる事項を記載するとともに、申請人及び隣接地の所有者が記名及び押印したものとする。

一　境界確定を求める町有地又は申請地及び隣接地の所在

二　申請地及び隣接地の所有者の氏名又は名称及び住所

三　同意年月日

四　境界標の位置及び種類並びに表示番号

五　公図写し及び横断面図

六　その他参考となる事項

３　前項に定めるもののほか、境界確定図は、土地の地形及び地目、建物、堅固な工作物が把握できる図面に、境界及び境界標識、所在地番の表示があり、各測点の座標値と各測点間の距離の実測値が記載されたものとする。この場合において、座標値は公共座標値を使用するものとし、その対応方針については、平成十五年十二月九日付け法務省民二第三六四一号で通知された測量法及び水路業務法の一部を改正する法律の施行に伴う不動産登記事務の取扱いに準じるものとする。

（確定通知等）

第八条　町長は、境界が確定し、前条に規定する境界確定図が提出されたときは、必要に応じて境界確定図に認証文等を奥書し、町長印を押印のうえ、様式第六号により当該境界確定図を添えて申請人に通知するものとする。

２　境界確定協議は、当事者全員が境界確定図に記名押印したとき成立するものとする。

（協議不調の場合の処理）

第九条　町長は、境界確定の協議が不調となったとき、又は立会いの日から三月を経過するまでに境界確定図の提出がなかったときは、土地境界確定不調通知書（様式第七号）により申請人に通知するものとする。この場合において、町長は、やむを得ない事由により、立会いの日から三月を経過するまでに境界確定図の提出が困難と承認したときは、当該承認の日から三月以内の期限を定め、境界確定図の提出期限を延長することができる。

２　申請人は、前項後段に規定する承認を受けようとするときは、正当な理由と最終期限を明らかにし、延期の申請を行うものとする。

（事務の所管及び記録の保存）

第十条　この要綱に基づく境界確定に関する事務（第三項に規定する事務を除く。）は、当該土地を所管する課長等（以下「課長等」という。）が行うものとする。

２　課長等は、境界確定を行ったときは、土地境界確定処理台帳（様式第八号。次条第三項において「処理台帳」という。）を整備するとともに、境界確定の処理経過を記録のうえ関係図書を保管し、境界確定図原本を総務課長へ提出するものとする。

３　総務課長は、前項の境界確定図原本の提出を受けたときは、公有財産台帳に保存するものとする。

（証明書の交付）

第十一条　町長は、既に確定している境界（境界確定図があるものに限る。）について、当該町有地又は従前の国有地に隣接する土地所有者等からの請求に基づき、土地境界確定について証明するものとする。

２　前項の請求は、土地境界確定証明書交付申請書（様式第九号）に、第三条第一項第一号から第四号までに掲げる書類を添えて提出するものとする。この場合において、実測図には確定している境界線を朱記するものとする。

３　町長は、前項の申請書を受理したときは、処理台帳に基づいて境界を確認し、土地境界確定証明書（様式第十号）に実測図を添えて土地所有者等に交付するものとする。

　（雑則）

第十二条　この要綱に定めるもののほか、町有地の境界の確定に関する事務について必要な事項は、町長が別に定める。

　　　附　則

　この訓令は、平成２３年２月１日から施行する。
